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定期監査結果報告書 
 

第１ 監査の概要 
１ 監査の対象 
 (1) 防災・防犯推進室 
 ・防犯対策推進事業 

 ・災害対策管理事業費 

 ・自主防災組織育成事業 

 ・防災訓練事業 

 ・国民保護計画事業 

 ・防災行政無線整備事業 

 

(2) 政策推進部人事グループ 
 ・人事管理事業 

 ・職員研修事業 
 ・福利厚生事業 
 

 ２ 監査の範囲 
平成３０年４月１日から平成３０年１０月３１日までの財務に関する事務 

              
３ 監査の実施期間 
  平成３０年１１月９日から平成３０年１１月２６日まで 
 
４ 実施した監査手続 
   財務に関する事務が適正かつ効果的に執行されているかを主眼とし、当該財務事務の

執行に係る関係書類及び関係帳票の提出を求め、これを閲覧、帳簿突合等を行うととも

に、担当職員からの聞き取り、質疑を加える等の方法で実施した。 
 
第２ 監査の結果 
財務に関する事務は関係法令等に従い、概ね適正に執行されているものと認められた。 

しかし、人事グループの一部の事務において、改善を要する事項が見受けられたので、今

後はこれらに十分留意し、事務を執行されたい。なお、当該監査の結果に基づき、又は結

果を参考として改善措置を講じたときは、地方自治法第１９９条第１２項の規定によりそ

の旨通知されたい。 
 
指摘事項等 
【政策推進部人事グループ】 

契約に係る事務において、情報公開条例第６条第２号及び５号に規定する情報が記載さ

れているにもかかわらず部分開示の扱いとなっていない起案書が見受けられたので、今後

は適正な事務処理に改められたい。 
 
 


